
　4．出版（一部）

　・新体連編rスポーツ運動の課題』星林社、19

83

　・新体連テキストrスポーツ権の確立のために』

　1988．2

　・内海個人としては、子どもスポーツについて

はすでに『がんばれスポーツ少年』（1987）を出

版した。そして現在次著rスポーツの権利・公共

性と主体形成（仮題）』（1988）を予定している。

これは私が、イギリス留学後の1981年から新体連

に世話になって以降格闘してきた、スポーツ運動

の抱える理論的課題、科学的なスポーツ世界観形

成の途中経過報告である。基調はスポーツの所有

論である。

　目次（予定）

　第1部　スポーツの歴史と公共性

　　1　スポーツの起源と成立

　　2　スポーツの所有と歴史

　　3　アマチュアリズムの本質

　第2部　スポーツの権利・公共性

　　4　スポーツの権利・公共性

　　5　権利・公共性の指標と阻害

　第3部　スポーツの本質・構造

　　6　スポーツの遊戯。遊戯性

　　7　スポーツの構造

　　8　スポーツの競争性

　第4部　スポーツにおける主体形成

　　9　主体形成の内実

　10体育科でどのような子どもを育てるか

　11地域子どもスポーツでの主体形成
　　12　社会体育研究の課題（公共性と教育性の

　　　復権）

IV資料
　・r新体連の20年」伊賀野、和食（r前衛』1985。

12）

　・新体連全国連盟第18回大会決議

　・新体連東京都連盟第24回総会決議

　・『スポーツ権の確立のために』（有料：500円）

4．ポストr臨教審」下の教育改革動向

　　一教養審・教課審答申をどう読むか一

　　　　　　　　　　　　　藤田和也

I　r臨教審」答申をどう読むか

　1．r臨教審」教育改革のねらい

　日本の支配層のr臨教審」教育改革のねらいは、

日本資本主義が当面している次のような課題に見

合う教育体制（制度と内容）を作り出すことにあ

るとみてよい。すなわち、アメリカを中心とした

国際帝国主義秩序を日本なりの位置で支えながら、

その中での日本のシェアを拡大するために、rア

ジア・太平洋地域に日米を中心とする垂直的な経

済分業圏をつくること、それに応じて国内の産業

構造を再編すること」（渡辺治r現代日本の支配

構造分析』P168）である。具体的には、彼らは

r21世紀への戦略」と称して次のような課題をあ

げている。

　①エネルギー・技術開発・産業構造の転換

　②環太平洋協力構想の具体化

　③r日本型福祉社会」とr地域の復権」

　④総合安保戦略の遂行

　こうした課題を抱えて、支配層は教育に対して

次の2点を強く要請しているとみてよい。

　一つは、日本資本主義にとっての国際的枠組み

の脆弱化（パックスアメリカーナの倒壊）に対応

して、そこでの日本なりの役割を果たす（強力な

支えとなる）ために日本国家の反動的再編が必要

であり、その方向に国民を統合して（国家的帰属

意識をつけて）いくための教育への要請である。

　「日本文化」論、r国際化」論などの基底にはこ

のねらいがあり、r道徳教育の強化」はその旗頭

であるといえよう。この点にかかわって、今日の

日本の情勢下で重要なことは、80年代に入ってか

らの復古派の反動層の拾頭を背景に持ちつつ、そ

れらをも含み込みながら、いわゆる「マイルドな

ナショナリズム」の形成を通して国民統合を進め

ようとしていることである。

　二つには、日本資本主義が21世紀の国際社会に

おいて地位を維持していくためには、新たな成長
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産業への転換が必要であり、そのための労働力要

請と産学協同体制の強化にある。具体的には、産

業構造の転換によって生み出される余剰人員の再

教育、労働力再配分のための教育の多様化、労働

意欲や規律の育成、高等教育の改革などが主眼と

なっているといえよう。

　2。r臨教審」のルーツ

　r臨教審解体一教育支配の構造』を著わした

青木慧は、独自のパソコソデータベースを駆使し

て、r臨教審」を追跡調査するなかで、その終盤

r日米文化教育会議」（CULCON）の追跡に行き

つく。そのr核心に近づきはじめたとき、取材を

拒絶する壁が急に厚くなった」という取材困難な

中で、彼はr臨教審」の源流は、1962年以来隔年

に開かれてきている日米文化教育交流会議（カル

コソ合同会議）にあることをつぎとめ、r臨教審」

のめざす教育の「国際化」とは、教育を日米軍事

同盟と表裏をなす盾として、アメリカの世界戦略

に組み込むこと（日米の一体化）にほかならない

と結論している。

※　「日米文化教育会議（カルコソ）」とは、1961年6月

　の池田・ケネディー会談での合意によって設立された

　もので、日米の軍事同盟（安保条約）と表裏をなすも

　のとして創設され、貿易。経済、文化・教育、科学の

　3分野からなる日米合同委員会のうちの一つである。

　1986年までに13回の会合を重ねているが、60年代当時

　から「国際化」や「大学改革」などの論点が出され、

　教育制度についての討議も重ねられてきているという。

　これまでのカルコソ関係者90人のうち半数をこえる者

　が、財界と官界あるいは右翼政治団体などとの関係者

　であり、「臨教審」メソパーの中にカルコソ関係者が

　5名（岡本道雄、石川忠雄、木田宏、公文俊平、斉藤

　正）含まれている。

　さらに青木は、r臨教審」メソパーの中で、中

曽根ブレーソやファミリーと呼ばれる者や政府・

財界に関係する者（30数名）を追跡する中で、

r臨教審」答申の論調の根幹部分（rたくましい

文化」論）のタネ本が、r大平総理の政策研究会」

の報告書（1980年）であることをつきとめている。

　3。支配層内部の対立点と一致点

　r臨教審」内部でのいわゆるr教育の自由化」

論者とr教育の国家管理」論者との間に、“綱引

き”状態があったことは周知のことであるが、こ

のような内部対立を含みながらも、答申では少な

くとも、r国際化」、r多様化」、徳育重視、教員対

策などについては一致して出されてきているとみ

ることができる。

　これらは、次に見るように教養審答申や教課審

答申に忠実に引き取られている。

II　教養審答申に見る教員対策

　教育職員養成審議会は、1987年12月18日にr教

員の資質能力の向上方策等について」の答申を出

した。その主要な内容は、前回（1983年）の答申

とr臨教審」答申を引き継ぎながら、教師の養成、

免許、採用、研修のしくみを大きく変えるものと

なっている。

　1．教員の養成・免許制度の改革

　まず、免許の改変策については、現行の普通免

許状の1級、2級という区分を廃止して、r専修

免許、標準免許、初級免許」の3つに種別化して

いる。3種はそれぞれ大学院・専攻科修了、4年

制大学卒、短大卒を基礎資格としていて、学歴を

もとに教員を格差づけようとしている。しかも、

それを研修体制の整備と連動させて、上級の免許

取得のための研修（所定の単位の取得）を義務づ

け（初級→標準）たり、奨励（標準→専修）して

いる。

　また、r臨教審」答申で出されていた、r特別免

許状」（教育委員会が、免許状を有しない者に対

して一定の資格検定をしたうえで、期限つきで免

許状を授与する）とr特別非常勤講師制度」（免

許状を持たなくとも教育委員会が認めれば非常勤

講師になれる）を創設するとしている。教員の資

質向上のための刺激剤になるとでも考えているの

であろう。

　免許基準についても、教員養成での履修単位数

の大幅な引き上げ（教職専門科目の名称変更と単

位数の大幅増、道徳・特別活動・生徒指導などに

関する科目の新設ほか）を提案している。
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　2．教員の現職研修の強化

　r臨教審」答申を受けたr初任老研修制度」の

創設は、今回の彼らの最大の目玉と考えられる。

それと抱きあわせで出されている条件付き採用期

間の延長（半年→1年）は、もちろんr臨教審」

答申が明示していたものである。

　初任者だけではなく、r現職研修体制の整備」

と称して、経験年数（5年、10年、20年）ごとに

官制の研修を義務づけ、また長期研修の機会も拡

充することを提案している。また、新たに職能に

応じた主任研修、教頭研修、校長研修なども必要

であるとして、官制の研修づけでr教員の資質を

向上」させようというのである。

m　教課審答申にみる教育課程改革

　教育課程審議会は、1987年12月24日r教育課程

の基準の改善について」の答申を出した。その基

本的特徴は、r臨教審」答申を受けて教育の多様

化と道徳教育の強化に主眼をおいたかなり大幅な

改訂であり、戦後の教育課程行政の中でも一つの

大きな曲がり角になるほどの改訂である。

　答申内容については、時事問題研究会でも報告

済みのため、ここでは全般的な問題を箇条書きす

るにとどめる。

①r臨教審」答申の忠実な具体化

　　r臨教審」の答申文をそのまま受けた「基準

　の改善のねらい」

②道徳教育の強化

　　主体性のある日本人の育成、生き方の指導、

　道徳的実践力の育成などを強調

③社会科の解体

　　r生活科」新設、中学3年必修社会科の時間

　数を弾力化、高校社会科の解体

④中学校で選択性の拡大と習熟度別編成の導入

　　中学校教育を能力別に多様化

⑤6年制中等学校、単位制高校などの設置

　　中等教育の一層の多様化

⑥r日の丸」r君が代」教育の強要

　　中学校社会科の公民的分野で国旗・国歌教育

　を、行事で国旗掲揚と国歌斉唱を

〔討論の概要〕

1．スポーッイデオロギー（上野報告）：

　討論の過程で次のことが明らかになった。第一

に．、この問題を独自に議論するのは本研究会とし

て初めてのことであり、その対象、把握の方法に

ついて検討する必要があること。

　第二。支配層のイデオロギーと国民の支配的イ

デオロギーとの区別、そこにおける矛盾、ギャッ

プに注目すべきこと。

　第三。臨行審、臨教審、教課審、スポ振懇や各

省庁の報告書等に見られる体制の側の政策上のス

ポーツイデオロギーを不整合性も含めて比較検討

する必要があること。

　第四。教育、マスコミなど国民統合のイデオロ

ギー装置が国民のスポーツ観やイデオロギー形成

に対して持つ影響力や機能、その土壌としての組

織の役割を重視すること。

　第五。企業主義と国家主義との関連については、

基本的には前老が基調をなし、後者を統合の手段

としている構造は理解できる。独占資本は企業主

義、国際化論や管理主義によって国際戦略を展開

しようとしているが、危機が生じた場合の国民統

合のイデオロギーとして国家主義、天皇制論が位

置付けられている。また、改憲天皇制を策す時期

をもねらっており、組織づくりを先行させて土壌

形成をしている点に注目する必要がある。天皇制

の神通力は、それが微弱であっても、組織的な受

容基盤ができていればその意図は貫徹する。現在、

その神通力の形成と組織づくりが戦略になってい

るのではないか。なお、スポーツイデオロギーを

テーマにした上野報告に加えて、武道問題とスポー

ツジャーナリズムにつき、坂上から口頭報告があっ

た。教育課程上の格技から武道への名称変更の背

後に徳育化つまり社会科学的認識の欠如、真の道

徳性の欠如の問題があること、スポーツジャーナ

リズムは、例えば体協記者クラブに見るごとく、

与えられたものしか報道できず、真実を伝えてな

いことが指摘された。

2，スポーツ政策（関報告）をめぐって：

　報告内容について次の応答があった。
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　①わが国のスポーツ政策における日本体育協会

の位置、役割はどのようなものか（唐木）。②国

際化時代のスポーツ政策を考えるとき、外務省や

厚生省の政策との関連はどうか（伊藤、阪上）。

③r矛盾の激化」というが、企業の論理は貫徹し

ており、また国民は勝利至上主義にはもはやのら

ないのではないか（高津）。

　関の回答は、①スポーツ政策のr実働部隊」と

して権力機構と企業に組み込まれており、地域レ

ベルでも同様である。②スポーツのr21世紀構想」

には15省庁が関与しているが、今回は基本省庁と

して文部省を取りあげた。③企業の役割は重要で

ある。勝利至上主義については、それを受入れな

い層が急速に広がってきている。

　以上を受けた討論の内容を次に記す。

　第一。ソウル五輪決定に際し、外務省と通産省

が主導権を握ったことはもはや定説であり、厚生

省、自治省にも視野を広げる必要がある。

　第二。スポーツ政策の統括官庁としてのrスポー

ツ省」構想については、設置にあたりrスポーツ

基本法」が必要であり、現政府の民活路線とは矛

盾する。

　第三。日体協は相対的に地位が低下しており、

非営利団体（法人）としての性格を失いつつある

が、その影響は種目によって異なる。冠大会で財

政が豊かなメジャースポーツは自立できるが、マ

イナースポーツは日体協に依存せざるをえない。

　第四。地方自治体と地域の問題については、神

戸方式（イベソト用の施設を民間に委託し、観客

の組織化を会員制で行なう方式）が、地方自治体

の資金稼ぎとして全国に広がる可能性がある。し

かし、委託用施設を自前で調達できない自治体は

それが出来ない。また、国及び地方自治体は営利

果実を得ないことが原則になっており、こうした

資金稼ぎは法律に抵触するのではないか。

第五。日体協＝「実働部隊」論はモスクワ五輪

ボイコットをめぐる日体協＝r国策遂行団体」論

と二重写しだが、スポーツ団体の自立的側面、財

政的基盤についても注目する必要がある。

3．スポーツ運動（内海報告）をめぐって1

　討論は、報告を補うかたちでなされた。①新体

連の歴史的特徴と②現状の課題に整理される。

　①新体連の歴史的特徴について

・新体連は1965年に設立されるが、労働者全体の

中に、新体連設立の機運が醸成されていた。また

1964年には東京オリソピックが開催されたことも

銘記しておきたい。

・1970年代は特に運動が全体として高揚した時期

であるが、とりわけ、1970年の第6回全国大会で、

組織的性格を転換し、個人加盟制から個人および

クラブ加盟制としたことは、70年代の発展に大き

な意味をもった。情勢としては、72年の、施設整

備基準を盛込んだ「画期的な」保健体育審議会答

申、73年には、オイルショック、そして、革新自

治体の誕生と飛躍的な発展などがあった。

・80年代は、新体連攻撃の激化、運動の伸悩みの

時期である。しかしその反面、スポーツ権運動の

発展、地域でのスポーツ主体の確実な成長があり、

また、自治体の施設建設も一定程度進み、70年代

に比べ、施設確保も容易になった。

　②現状と課題について

・80年代に顕著になってきたr新体連攻撃」はイ

デオロギー面だけでなく、物質面でも現れている。

その内容を具体的に分析し、構造を把握する必要

がある。

・現在、新体連の運動は地域で中心的に担われて

いる。担い手の階層、職業、生活状態、他の運動

との関係などを分析し明らかにする必要がある。

そうしないと、担い手のスポーツ要求を的確に把

握することはできないし、担い手を意識的に強化・

発展させていくことはできない。

・スポーツ・クラブのありかたが大きく変わって

きている。例えば野球などでは、クラプの規模が

小さくなり、一チーム即一クラブとなってきてい

る。また種目により違いがあり、硬式テニス、パ

ドミソトン、卓球などは伸びており、バレー、軟

式テニスは、停滞している。あるいは、コミュニ

ティー政策との競合状況をどうとらえるか等、ク

ラブ分析を地域的広がりのなかでやる必要がある。

4。教育課程（藤田報告）をめぐって：
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　現在、“戦後教育の総決算”が推し進められて

いるが、その中身をどう見るか。中教審は国家の

教育権を掲げた多様化路線というべぎものであっ

たが、現在の教育改革はどのような特徴をもつの

か。そのような関心のもとに討論が行なわれた。

　①教課審と教養審

　教課審答申では幼稚園をも含めて・一貫して社

会科学的な認識内容を欠落させており、r発達に

応じて」と言いながら発達観は示されていない。

　生活科には道徳的、しつけ的な内容も入ってお

り、単に理科と社会科を結合したものと見るべき

ではない。社会科学的な認識内容の欠落と道徳重

視との関連、道徳の中身について問題を深めつつ、

“道徳教育”の具体的内容を対置していくことが

教育運動の側に求められている。

　教養審は、三重、四重と教師を管理していく構

造を持つ。この答申が具体化されれば、例えば組

合への加入率が低下し、“もの言わぬ教師”が増

大していくであろう。さらに、大学における教職

科目の全面的な名称変更がなされているが、学問

的な成果をふまえておらず、学問的基礎を持たな

い科目（例えば生徒指導）を加えている等の問題

がある。特別免許状の運用にも注意を要する（ク

ラブ指導、武道等）。それらは教職の専門性や独

自性、自治といった近代公教育の原則の解体を意

味するものであり、看過し得ない問題である。

　②復古的潮流とr改革」

　教育関係6法は、中教審のブレーソであった自

民党文教族のイニシアティブによると思われるが、

今後の影響力・役割を注視する必要がある。

　臨教審内部で教育のr自由化」をめぐる論争が

あった。そのときの「自由化」推進派の主張の弱

点は、具体的なプラソの欠如にあった。ただし、

労働省などが推進してきた生涯学習体系（企業内

教育の公教育化）と今後の展開については、事実

と具体的な検討をふまえた判断が必要である。

　一方では、日の丸問題に見られるように、反動

復古派がここ数か月、息を吹ぎ返しているように

思える。それは単なる復古ではなく、教課審答申

のように国際化というスローガソ（その中身は貧

困だが）と結合されているところに新たな特徴が

ある。今春の自民党大会でもr日本民族としての

精神教育」の必要性が強調されているが、教育改

革を進める支配層の内部にも対立や矛盾があり、

産業構造再編の問題では恐らく一致しているが、

具体的な方法等のレベルでは対立点が存在する。

また、産業界はその生き残り戦略に見合った労働

力を必要とし、そのために競争の強化を進めてい

ると思われるが、学校教育の多様化ということで

充足されるのかどうか検討を要する。

5．総括討論の概要：

　藤田の司会により、これまで行なってきた討論

の各パーツを繋げることを重視し、①スポーツイ

デオロギー分析の方法、②政策・運動の関係とそ

の日本的特徴のとらえ方を中心に討論した。

　①スポーツイデオロギー分析の対象と方法

　上野は、スポーツイデオロギー分析の前提的議

論（方法論やスポーツイデオロギー論）がこれま

で充分ではなく、その点を明確にする必要性を提

起した。スポーツの構造や本質を歪めたり覆い隠

すイデオロギーに対する批判としてイデオロギー

分析があり、従ってイデオロギー分析に際し、支

配的イデオロギーを中心に据える。支配層のイデ

オロギーか支配的イデオロギーかという形態の問

題、スポーツ観へのイデオロギーの影響、スポー

ツ観と教育・運動との関連、スポーツと社会現象

を切り放すさまざまなイデオロギー形態、それの

政策・運動への影響、科学との関係や科学的スポー

ツ観を形成する課題、そこでの自然と社会科学の

役割、価値論的追及や哲学との関係、法体系との

関係等も検討する必要がある（上野）。

　それに対し、よく「イデオロギッシュだ」とい

われるものをどうとらえるか（唐木）、イデオロ

ギー分析を虚偽意識に限定してよいか（関）、観

念の総体としてのイデオロギーと言う場合と批判

の対象としてのイデオロギーと言う場合では焦点

が異なる（内海）、イデオロギー無しに組織や運

動は存在できず、スポーツ権のイデオロギーといっ

た変革の側のイデオロギーも問題になりうる（上

野）等の論点が出された。こうしてスポーツと政

一23一



治・運動の関係、それをめぐるイデオロギーの役

割・機能。性格、またスポーツイデオロギーと言

う場合のそれの固有性が改めて問われることにな

り、スポーツ思想とスポーツイデオロギーの違い

や科学の役割を検討する課題（上野）、スポーツ

イデオロギー論とスポーツ認識論、科学方法論と

の接合の課題（関〉も残った。

　なお、スポーツに関するr観念の総体」をイデ

オロギーととらえることに対し、政治的であろう

と非政治的であろうと支配的イデオロギーとして

存在しており、r支配」でなくr支配的」と言う

場合、民主主義的観念に導かれた対立的なものの

存在、その上向・転化の可能性と現実性が前提に

され、容認されているという論点の提起（伊藤）

があった。

②　スポーツ政策と運動

第一に、他の諸政策との関連、各省庁間の関連

や位置づけについて。フラソスでは、スポーツ政

策は雇用・労働・教育・余暇の構造のなかに位置

づけられているが、日本は経済政策従属型だ。他

の諸政策、行政省庁内での関連や位置づけはどう

か。体系性がないのが日本の特質ではないか（伊

藤）。コミュニティー政策の登場以来、スポーツ

はある意味では教育法規の無法地帯で、低成長打

開策の一環として第5次産業にスポーツが位置づ

けられ、その流れのなかで、無政府的に資本の論

理で動く（関）。社会体育行政の構造変換に注目

したい。イギリスでもスポーツカウンシルは教育

でなく、社会福祉省が管轄している。国際比較が

重要だ（内海）。政策・行政とスポーツ組織の関

係については、日本は行政主導型でスポーツ組織

は行政の補助組織としての性格を持ち、体協の一

元的支配の様相が強い。スポーツ政策・組織・運

動を規定する日本的法治主義の特質に注目した場

合、財団法人化はスポーツ組織・民間組織の自立

性を保障するためのものではなく、法・行政によ

る保護。条件整備義務が希薄で、管理の対象とし

ての性格が強い。西独の場合、財政的優遇や公共

施設の利用権限を伴う。民活のなかで自立的組織

なき行政癒着型スポーツ構造はどのように変質す

るか（高津）。体協については、国策遂行機関と

して理解する右派、スポーツ民活路線でスポーツ

マーケット拡大の方向を取る派、中間派等より厳

密に検討すべきだ（伊藤〉。

　第二。政策と運動の関連について。その日本的

特徴は対決型・批判型ととらえられがちだが、状

況の先取り、官製運動も視野に入れる必要がある

（唐木）。政策の側が国民の弱点のどこをついて

支配の論理を貫徹しようとしているのか、国民の

側の弱さと強さ、反発の根拠はなにか（高津）。

日常の個人レペルでの実態分析抜ぎに反発のエネ

ルギーは解明できない（柴崎）。政策に関する宗

像規定、民間は運動で、権力は政策というのでは

なく、両者が政策・運動を持ち、対立する階級の

きっ抗を受け止めながら進められていく。要求の

先取りにも注視すべきだ（関）。闘争方法につい

ては、請願・陳情・各級議会での法案審議等があ

るが、闘争形態は闘争主体の力量・水準と相関関

係にある。新体連運動では、最初、妨害・干渉の

排除、次に要求の実現に向かった。その場合、最

初、行政との交渉の場はなく、第二段階で請願・

陳情・直接交渉、京都では委員会に入り、愛知で

は施設関係の年間計画決定に意見を反映させた。

それから民活路線下での後退。究極は、法体系・

制度の改正に向けてスポーツ関係者の意志を貫き

通せるかどうか。現在は閉塞状況だが、政治革新

との連動が必要になろう（伊藤）。

第三。批判と創造の基軸について。政治的理由

による抑圧の場合の批判は明白だが、経済従属型

スポーツ政策に対し、経済政策批判ではスポーツ

批判にならない（坂上）。西欧では、風土や宗教

的世界など、人間の尊厳を守る歯止め・原点があ

る。経済政策に従属している日本では、営利主義

の下で文化・スポーツが人間性否定の方向に働い

ても、是非を問われない（伊藤）。資本・商品の

論理と文化としての発展の論理は矛盾する（関）。

便利さ、効率至上主義を批判せねばならない（内

海）。

〈1～4については、内海、唐木、関、坂上のま

とめに基づぎ、高津が要約した。文責：高津〉
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